
周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で建築・土木工事を行う場合
～文化財保護法に基づく手続きの流れ～

※周知の遺跡範囲ではないが、試掘が必要な場合

※周知の遺跡と、その範囲外に事業地がまたがる場合　等

・遺跡に該当する土地、遺跡地図で遺跡と確認された土地（周知の埋蔵文化財包蔵地）において、
建築や土木を計画されている場合、文化財保護法が適用になります。

・遺跡に該当しない土地でも、遺跡が存在する可能性が高い場所については、その有無を確認する
ため、試掘調査をお願いする場合があります。

・個人の方や民間事業者が、遺跡内において建築や土木工事などを行おうとする場合には、その旨
を工事着手の60日前まで（文化財保護法第93条）、国または地方公共団体の場合は、あらかじめ
（文化財保護法第94条）秋田県教育委員会（市教育委員会経由）に届け出なければなりません。

届け出不要

遺跡発見通知

遺跡確認

遺跡発見通知

工事実施

遺跡確認！遺跡なし

工事実施

市教育委員会：事業予定地の確認（「周知の遺跡」の範囲か確認）

原因者：工事の計画

「周知の遺跡」ではないが・・
・事業予定地が広い
・周知の遺跡に隣接している
・立地等から遺跡の存在が疑われる

93条・94条による通知・届出
（原因者⇒市町村）

一般・・60日前/公共・・あらかじめ

現状保存 発掘調査 工事立会 慎重工事

93・94条に対する県通知（県⇒市町村⇒原因者）

93条・94条による通知・届出
（原因者⇒市町村）

市教委と協議

「周知の遺跡」該当なし「周知の遺跡」に該当

市教委と事前協議

試掘調査実施（市教委負担）

確認調査実施（市教委負担）

遺跡に影響があるかどうか、情報不足のため判断できない

届出・通知された計画内容

では工事ができない。遺跡

への影響がでないように計

画変更の必要あり

記録保存のために調査

を実施（原因者負担）調

査終了後は、計画通り

の工事が可能

届出・通知された計画通りで工事可能。ただし、「工

事立会」の場合は、市教育委員会の立会のもとで実

施。「慎重工事」では、遺跡への影響がでないように

慎重に工事してもらう。


